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研究要旨 
 我々が 2023 年 2 月に実施した就労者に対するインターネット調査より、テレワークの実施率やテレ
ワーカーが社内で受けている健康指導に関するデータを整理した。20～69 歳の 10,000 人の就労者に対
する調査の結果、テレワークを実施していると回答した人は 20.3％であり、その 7 割以上が週 1 回以上
テレワークを実施していた。テレワークの実施にあたり、職場から健康管理について助言・指導があっ
たと回答した者は 28.8％であった。助言・指導の内容としては、多い順に、運動不足、心のケア、肩こ
りについてであった。テレワーカーに対する安全衛生の視点からの指導の実施率は十分ではないことが
示された。 

本研究課題では、テレワーカーに対する身体活動・腰痛・作業環境の要素を包含した職業的ライフス
タイル介入研究を企画している。今年度は、当研究における腰痛対策のコンテンツを検討した。これま
での先行研究からの知見を踏まえ、テレワーカーに届けやすい形式を考慮して、腰痛リテラシーを高め
るための教育動画と体操動画を中心に活用することとした。また、腰痛対策に関するパンフレットを配
布し、その中に含まれる腰痛体操の卓上ポップの使用を促すこととした。集団で簡単な体操が可能な事
業所では、オンライン会議などの際に参加者全員で対策を実施することも促すこととした。今後、この
介入研究を通して、リモートであっても社員の健康増進に寄与できる方略を検討する。 

 
Ａ．研究目的 

従来から、就労者の健康問題に対して各企業
において様々な取り組みが実施されているが、
リモート勤務であるテレワーカーに対して働き
かけることは容易ではない。今回、2023 年 2 月
に我々が実施した就労者に対するインターネッ
ト調査データの一部を用いて、テレワーカーが
社内で受けている健康に関する指導・助言につ
いての実態を把握することとした（研究①）。 

また、当研究課題（研究代表者：甲斐裕子）で
は、テレワーカーに対して身体活動促進・腰痛
予防・作業環境改善の 3 要素を包含した職業的
ライフスタイル介入研究を企画しており、その
中で筆者らは腰痛対策を担当している。今回、

これまでの先行研究や経験を通して、介入研究
で用いる腰痛対策コンテンツについて検討した
（研究②）。 

 
Ｂ．研究方法 
【研究①：テレワーカーへの健康指導の実態】 

2023 年 2 月～3 月に我々が実施した就労者の
健康問題と労働生産性に関するインターネット
調査のデータを用いた。当調査は、インターネ
ット調査パネルへの登録者から、全国の 20～69
歳の就労者10,000名を本邦の人口分布に合わせ
て抽出した。本研究では、テレワークを実施し
ている（1～2 か月に 1 回以上）と回答した者を
分析対象とした。テレワークの実施頻度、およ



びテレワークの実施における職場からの健康指
導に関する回答を分析した。職場からの健康指
導については、「テレワークの実施において、職
場から健康管理（感染対策以外）について助言・
指導はありましたか」という設問に対し、助言・
指導はない／心のケア／運動不足／肩こり／腰
痛／その他の痛み／睡眠／食事／その他の中か
ら複数回答可とした。 
 
【研究②：腰痛対策コンテンツの検討】 

テレワーカーに対する介入であることから、
個人に届けやすい動画コンテンツを中心に検討
した。動画の内容は、これまでの腰痛に関する
先行研究からの知見および臨床経験に基づき、
選定した。その他の教育資材や環境へのアプロ
ーチについても検討した。 
 
（倫理面への配慮） 

研究①は、アンケートの冒頭に、研究の趣旨と
研究の説明文を表示し、Web 上で「同意する」
をクリックすることでアンケートが表示される
仕組みとした。本調査は無記名で行い、個人情
報は取得していない。研究②は、情報収集を主
体としているため、倫理面の問題はない。 
 
Ｃ．研究結果 
【研究①：テレワーカーへの健康指導の実態】 

調査対象者 10,000 人のうち、テレワークを実
施していると回答した人は 20.3％であった。テ
レワークの頻度の内訳は、多い順に、週 5 回以
上（28.2％）、週 2 回（16.2％）、週 1 回（13.0％）
であり、全体の 77％が週 1 回以上テレワークを
実施していた。 

テレワークの実施において、職場から健康管
理（感染対策以外）について何かしらの助言・指
導があると回答した者は、28.8％であった。助
言・指導の内容としては、多い順に、運動不足、
心のケア、肩こりについてであった（図）。腰痛
対策に関する助言・指導があると回答した者は

124 名で、テレワーカー全体の 6.1％であった。 
 

 
図．健康管理に関する助言・指導（複数回答可） 
 
【研究②：腰痛対策コンテンツの検討】 
 腰痛の予防（主に再発予防）に関するシステ
マティックレビューによると、エクササイズと
教育のコンビネーションがリスク減少に最も有
益であるとされている 1)。そのため、動画コンテ
ンツにおいても体操動画だけではなく、教育動
画も含めることとした。 
 腰痛体操については、既に複数の介入研究に
て効果検証されており 2-4)、厚生労働省のホーム
ページ 5)にも対策として取り上げられている「こ
れだけ体操®」に加えて、近年腰痛に対する運動
療法の理論的基盤となっている Motor control
および Joint by joint theory に基づく複数の体操
を用いることとした。合計 7 種類の体操とし、
各動画は 2～3 分と視聴しやすいものを採用し
た。 
 教育用コンテンツとしては、元東京大学医学
部附属病院 22 世紀医療センターの松平浩先生
が監修し、NHK エデュケーショナルと共同制作
された「腰痛川柳」をモチーフにした教育動画
を用いることとした。具体的には、① 過度な安
静は治療として逆効果である、② 画像所見が腰
痛の主因であることは多くない、③ 腰痛の治療
にも予防にも運動習慣が有用である、④ 長引く
腰痛には脳機能が影響していることがある、⑤ 
受動的治療よりも能動的なセルフマネジメント
が重要である、というメッセージが含まれた合
計 5 種類の動画で、それぞれ各 3 分程度である。 



 これらの動画は、腰痛対策以外のコンテンツ
（身体活動促進・作業環境改善）を含めて、週 2
回の情報配信にて各研究参加者へ提供する予定
である（介入期間：3 ヶ月）。また、この介入研
究で用いる全てのコンテンツを掲載したホーム
ページを作成しており、参加者がいつでも閲覧
できる環境を整備している。 
 また、教育資材として「職場ですぐできる！
腰痛対策の新常識（中央労働災害防止協会）」の
パンフレットを配布することとした。本パンフ
レットには、腰痛の原因、腰に負担のかかりに
くい動作や姿勢、体操、心理的ストレスへの対
策などが図を多用してわかりやすく整理されて
いる。また、前述の「これだけ体操®」が書かれ
た卓上ポップを作成できる付録がついている。
介入の際は、自宅の作業スペースや洗面所など
に卓上ポップを置くなど、環境に働きかける意
味合いで活用を促していく。 
 企業において健康への対策を推進する際に、
集団で取り組んでいるという意識・風土がある
ことは、個人の行動変容において重要である。
テレワーカーがオンライン会議に参加している
際、会議後に参加者全員で腰痛体操を実施して
もらうなど、実施可能な事業所においては集団
での取り組みについても促す予定である。 
 
Ｄ．考察 
【研究①：テレワーカーへの健康指導の実態】 
 就労者 10,000 人に対する実態調査によると、
現在テレワークを実施している割合は 20.3％で
あり、その 7 割以上がテレワーク実施に際して
職場から健康管理の助言・指導は受けていない
状況であることが明らかとなった。2023 年に実
施された様々な調査結果（総務省、パーソル総
合研究所、NTT ドコモモバイル社会研究所）を
みると、テレワーク実施率は 15％～20 数％との
報告が散見される。テレワークの定義や調査対
象によって数値は異なるため比較することは難
しいが、ピーク時よりは減ったとはいえ、テレ

ワークを実施している就労者は一定数いること
がわかった。 
 テレワーカーは作業環境が整っていなかった
り、座位時間が長くなりがちであったりと、テ
レワーカーの状況・特性を踏まえた健康管理が
必要であると考える。実際に、テレワークの実
施にあたって職場から健康に関する助言・指導
を受けている人は約 3 割と限定的であった。腰
痛に関しては有訴者が多いものの、その指導が
されている人はわずか 6％であった。各企業で
は、テレワーカーに対する労務管理に重点が置
かれ、また安全衛生についての具体的方略がわ
からず、手を付けられていない可能性がある。 
 
【研究②：腰痛対策コンテンツの検討】 

身体活動促進・腰痛予防・作業環境改善の 3 要
素を包含した職業的ライフスタイル介入研究の
うち、腰痛対策に関するコンテンツを検討した。
本研究は、職場から離れた環境で個人作業とな
るテレワーカーが対象であるため、アクセスし
やすい動画資材を中心に活用することとした。
動画の内容としては、腰痛予防のエビデンスに
基づき、体操と教育の 2 軸とした。 

今回用いる体操は「これだけ体操®」に加えて、
胸椎や股関節、体幹などへのアプローチを加味
した複数の種類の体操を選定した。これらの体
操は、モバイルアプリを用いた複数の介入研究
6-7)でも用いられており、腰痛の自覚的改善に有
用であることが示されている。 

腰痛に対する誤った考え方は症状に負の影響
をもたらすため、腰痛リテラシーを高めるアプ
ローチは重要である。例えば、オーストラリア
のビクトリア州で行われた研究では、専門家や
著名人などがテレビやラジオ、ポスターなどを
用いたメディアキャンペーンを通して、腰痛に
関する適切な考え方やメッセージを発信したと
ころ、対照の州と比較して、腰痛のある一般住
民の恐怖回避思考（負の思考パターン、腰痛の
重要なリスク因子の 1 つ）が有意に改善したと



される 8)。また、デスクワーカー67 名に、今回
用いる教育動画の URL を配布し、3 か月間視聴
できるようにした研究によると、恐怖回避思考
や腰痛による支障具合が有意に改善したことが
報告されている 9)。 

腰痛対策について多面的に整理されている
「職場ですぐできる！腰痛対策の新常識」パン
フレットも用いることとした。パンフレット自
体は配布するだけでは関心のある一部の人に限
定した効果しか期待できないかもしれないが、
今回は動画で配信する体操や腰痛川柳の内容と
リンクしているため、復習などにも活用できる。
また、「卓上ポップ」による環境への働きかけで、
動画で観た体操について無意識に目に留まり、
体操の実践に繋がることを期待する。 
  
Ｅ．結論 

就労者の実態調査から、テレワーカーに対す
る健康指導の実施割合が低いことが明らかとな
った。また、本研究事業で実施する職業的ライ
フスタイル介入研究で用いる腰痛対策コンテン
ツを選定した。今後、介入研究を通して、リモー
トであっても社員の健康増進に寄与できる方略
を検討する。 
 
Ｆ．健康危険情報 

なし 
 
Ｇ．研究発表  

1.論文発表 
なし 
2.学会発表 
なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1.特許取得 
なし 
2.実用新案登録 
なし 

3.その他 
なし 
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